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※　①～④及び⑦～⑩は、免許状の種類及び教科ごとに必要です。　（例：中学(国語)と高校(国語、書道)の申請→３件必要）
①　「別表第１による申請の必要書類一覧」（本紙）　※提出書類の「チェック欄」に「レ」をつけ、番号順に並べてください。
②　教育職員検定・免許状授与申請書 ＋ 兵庫県収入証紙3,300円　※収入印紙ではないので注意してください。
③　誓約書

4 履歴書（市販のものは不可）
⑤　戸籍抄本（外国籍の方は住民票(国籍、名前、生年月日の記載があるもの)）（証明日から３か月以内提出のもの）

⑥　基礎資格に関する証明書（持参の場合のみ、学位記や卒業証書の原本でも可）※下記以外の場合はお問い合わせください。
・専修免許状申請 → 大学院・大学専攻科の修了証明書(原本)
・一種免許状申請 → 大学の卒業証明書(原本)
・短大専攻科等を修了し、大学評価・学位授与機構から「学士」の学位を受け、一種免許状申請 → 学位授与証明書
・二種免許状申請 → 大学・短大・指定教員養成機関の卒業証明書(原本)　　　　　　　　　　　　　　　  （原本）
7  特別支援学校教諭免許状を申請する場合 → 小・中・高等学校又は幼稚園教諭免許状(原本)（免許状の両面コピーに学校長が３か月以内に原本証明したものでも可）又は当該免許状を授与した教育委員会発行の授与証明書(３か月以内発行の原本)
8  教員免許申請用の「学力に関する証明書」(原本)　※単位修得した大学等が発行する教員免許申請専用の単位
修得証明書のことです。成績証明書や修得単位一覧等ではないので、大学等によく確認してください。

  ⑨　教育実習の単位を教員経験により他の「教職に関する科目」に振り替える場合 → 実務に関する証明書（証明日から３か月以内提出のもの）

⑩　一種(又は二種)免許状を取得済みで専修(又は一種)免許状を申請する場合 → 当該免許状(原本)（免許状の両
面コピーに学校長が３か月以内に原本証明したものでも可）又は授与証明書(３か月以内発行の原本)
⑪　小・中学校教諭免許状を申請する場合 → 介護等体験(７日間以上)に関する証明書（原本）※下記の場合は該当のもの。
・特別支援学校教諭免許状を取得済みの場合及び別表第１により小・中学校教諭免許状を取得済みの場合 
→ 当該免許状(原本)　（免許状の両面コピーに学校長が３か月以内に原本証明したものでも可）又は授与証明書(３か月以内発行の原本)
・保健師、助産師、(准)看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢装具士の免許(資格)所有者 → 当該免許(資格)証(原本)　（免許(資格)証のコピーに所属長等が３か月以内に原本証明したものでも可）
・身体障害者手帳所有者で、１～６級の障害程度の記載がある者 
→ 当該手帳(原本)　（当該手帳のコピーに所属長等が３か月以内に原本証明したものでも可）
⑫　免許状送付用の封筒(角形２号封筒(A4ｻｲｽﾞ)に450円※切手を貼り付け、返信先の郵便番号、住所、氏名を記入)
　　（県内公立学校の現職教員で学校長を経由して申請する方は不要）
※申請する免許状と返送する免許状あわせて４枚以上の場合は515円
別紙

※　学力に関する証明書の取得について

1． ２つ以上の大学等で、申請する教員免許用の単位を修得した場合
→　それぞれの大学等から「学力に関する証明書」の発行を受けてください。

例）Ａ大学を、小学校教諭用の単位を一部修得して卒業し、Ｂ大学で残りの単位を修得
　→　Ａ大学及びＢ大学、それぞれから発行された小学校教諭用の「学力に関する証明書」が必要

2． 卒業大学等で既に他の教員免許状を取得し、一部の単位を流用している場合
→　取得済みの教員免許用の「学力に関する証明書」が併せて必要です。

例）Ａ大学を卒業して中学校教諭１種免許状を取得し、単位を流用してＢ大学で小学校教諭２種免許用の単位を
　修得
　→　Ａ大学発行の中学校教諭１種用の「学力に関する証明書」が必要
　　　併せてＢ大学発行の小学校教諭２種用の「学力に関する証明書」が必要
3． 卒業大学等で文部科学省令に定める科目（日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作　　　各２単位）のみ修得し、別の大学で残りの単位をすべて修得した場合
→　上記の４科目各２単位について、併せて証明が必要です。

例）Ａ大学を上記の４科目のみ修得して卒業し、Ｂ大学で小学校教諭の免許に係る単位をすべて修得
　→　Ａ大学発行の「学力に関する証明書」が必要　※「学力に関する証明書」が発行不可能な場合は、事前に　　

お問い合わせください。
　　　　　併せてＢ大学発行の小学校教諭用の「学力に関する証明書」が必要
チェック�欄





別表第１による申請の必要書類一覧（申請内容によっては、下記以外の書類が必要になる場合があります。）





・申請する免許状の取得に必要な単位のすべてが確認できる「学力に関する証明書」が必要です。


・取得済み免許状の単位を一部流用して、他校種の免許状を申請する場合、申請する免許状の「学力に関する証明書」に加え、取得済みの校種の「学力に関する証明書」及び取得済み免許状(原本)も必要となります。


・複数の大学等で単位を修得している場合、別紙「学力に関する証明書の取得について」を参照してください。





免許状取得申請に必要な資格(大学等を卒業し、必要な単位等を修得済み)を備えた後、10年を経過している場合は、免許状更新講習の受講を修了していなければ免許状の申請ができません。


（平成21年3月31日以前に授与された免許状を所持している方を除きます。）�詳細については、�HYPERLINK "http://www.hyogo-c.ed.jp/~kyoshokuin-bo/menkyo_shinseishorui/2-2.pdf"��こちら�のページ�HYPERLINK "2-2%20免許状取得申請に必要な資格を備えた後、10年を経過している場合.pdf"�� �で確認してください。

















氏名、本籍地が２回以上異動している場合は、異動の履歴がすべて確認できるものが必要。�例）「鈴木、京都府」→「田中、大阪府」→「田中、兵庫県」�　この場合、兵庫県での戸籍抄本には、大阪府からの異動状況しか記載されないこともあるため、除籍謄本等が必要になる場合があります。詳細は、戸籍を管理する市町村役場に確認してください。





・申請に必要な年数分（現在のものを含めた最新のものから必要な年数分が必要）の証明書を提出してください。


・複数校の経験がある場合は、現勤務校又は最終勤務校の学校長及び証明者の証明が必要です(別表第３の一覧参照)。











